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�愛媛県告示第７９５号
次の診療所は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８

号）第１条第１項の規定による救急診療所でなくなった。

平成２０年５月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７９６号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自立支援医療機関を指定した。

平成２０年５月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７９７号
愛媛県農業近代化資金利子補給金交付規程（昭和３６年１２月愛媛県告示第１０５１号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

改正後の愛媛県農業近代化資金利子補給金交付規程の規定は、平成２０年４月１８日以降利子補給承認される農業近代化資金について適用し、

同日前に利子補給承認された農業近代化資金については、なお従前の例による。

平成２０年５月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利子補給率）

第２条 前条の利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利

子補給率は、次のとおりとする。

（利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利子補給率）

第２条 前条の利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利

子補給率は、次のとおりとする。

農業近代化資金

の種類

利子補給率 農業近代化資金

の種類

利子補給率

法第２条第２ 法第２条第２ 法第２条第２ 法第２条第２ 法第２条第２ 法第２条第２

発 行 愛 媛 県
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この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示

及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する

協定の適用を受けるものである。

告 示

名 称 所 在 地 開 設 者 名

藤石医院 東温市志津川１８４３番地１ 医療法人
こ ま く さ 会

名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

上浦ハート薬局 今治市上浦町井口５２９７－１ 有限会社カナダイメディカル 精神通院医療
（薬局）

平成２０年
５月１日

やなぎ堂調剤薬局 松山市柳井町一丁目１４番１号 有限会社やなぎ堂薬局 精神通院医療
（薬局）

平成２０年
５月１日

八幡浜中央薬局 八幡浜市江戸岡一丁目８７０番地３ 田中 美和子 精神通院医療
（薬局）

平成２０年
５月１日

毎週（火・金）曜日発行 第１９６４号 平成２０年５月１６日

平成２０年５月１６日金曜日 第１９６４号

愛 媛 県 報
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�愛媛県告示第７９８号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、

次のように保安林の指定をする。

平成２０年５月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１� 保安林の所在場所

西宇和郡伊方町三崎２７４６から２７５４まで、２９２９、２９３２、２９３３、

２９３７、２９３９、２９４２、２９４３

� 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

三崎２９２９・２９３３・２９３７（以上３筆について、次の図に示

す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

２� 保安林の所在場所

宇和島市吉田町知永字龍王４番耕地６２６の１、４番耕地６２７

の１、４番耕地６２７の２、４番耕地６２８の１、４番耕地６２９、

４番耕地６３０、字知永４番耕地８２９、４番耕地８３０の１

� 指定の目的

土砂の崩壊の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐は、択伐による。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

３� 保安林の所在場所

南宇和郡愛南町小成川３８１、３８２の１、３８２の２、３８４、３

８５

� 指定の目的

土砂の崩壊の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐は、択伐による。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

項第１号、第

２号及び第４

号に掲げる融

資機関が同条

第１項第１号

に掲げる者に

貸し付ける場

合

項第１号に掲

げる融資機関

が同条第１項

第２号から第

４号までに掲

げる者に貸し

付ける場合

項第２号から

第４号までに

掲げる融資機

関が同条第１

項第２号から

第４号までに

掲げる者に貸

し付ける場合

項第１号、第

２号及び第４

号に掲げる融

資機関が同条

第１項第１号

に掲げる者に

貸し付ける場

合

項第１号に掲

げる融資機関

が同条第１項

第２号から第

４号までに掲

げる者に貸し

付ける場合

項第２号から

第４号までに

掲げる融資機

関が同条第１

項第２号から

第４号までに

掲げる者に貸

し付ける場合

１ 畜舎、果樹

棚、農機具そ

の他の農作物

の生産、流通

又は加工に必

要な施設の改

良、造成、復

旧又は取得に

要 す る 資 金

（農地又は牧

野の改良、造

成、復旧又は

取得に要する

ものを除く。）

年１分２厘５

毛

年１分２厘５

毛

年４厘 １ 畜舎、果樹

棚、農機具そ

の他の農作物

の生産、流通

又は加工に必

要な施設の改

良、造成、復

旧又は取得に

要 す る 資 金

（農地又は牧

野の改良、造

成、復旧又は

取得に要する

ものを除く。）

年１分２厘５

毛

年１分２厘５

毛

年５厘

２～７ 省略 ２～７ 省略

愛 媛 県 報平成２０年５月１６日 第１９６４号

５５４
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書類を愛媛県庁並びに宇和島市役所及び関係町役場に備え置いて縦

覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第７９９号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、

次のように保安林の指定をする。

平成２０年５月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 保安林の所在場所

南宇和郡愛南町緑丙６０８の１、丙６０８の２

２ 指定の目的

水源のかん養

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び愛南

町役場に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第８００号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、宇和海を操業区域とする小型機船底びき網漁業の許可又は起

業の認可を申請すべき期間を次のように定める。

平成２０年５月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成２０年５月１６日から５月３０日まで

�������
�愛媛県告示第８０２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

東温市北吉井土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成２０年５月１６日

愛媛県中予地方局長 梅 木 要

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第８０３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

東温市吉久土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

平成２０年５月１６日

愛媛県中予地方局長 梅 木 要

就 任

退 任

�愛媛県告示第８０１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年５月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 孫兵衛作壬生川線
西条市楠甲２０３１番８から

同実報寺甲４６５番４まで
平成２０年５月１６日

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 森 一 正 東温市樋口６９４番地１号

〃 恒 岡 和 俊 東温市樋口１９５番地１号

〃 藤 田 譲 東温市樋口２４９番地２号

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 黒 河 満 樹 東温市樋口７７４番地

〃 和 田 康 良 東温市樋口２８３番地

〃 相 原 道 則 東温市樋口７４１番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 相 原 茂 樹 東温市南方２７６１番地１号

〃 大 西 栄 二 東温市吉久４２８番地

〃 大 野 利 幸 東温市吉久４１番地

〃 大 西 英 夫 東温市吉久５４０番地

〃 相 原 勉 東温市吉久２０３番地

〃 宮 下 完 生 東温市吉久５７番地１号

監 事 相 原 芳 典 東温市吉久２３番地

〃 高須賀 哲 東温市吉久２１４番地２号

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 大 西 久 則 東温市吉久５９３番地

愛 媛 県 報平成２０年５月１６日 第１９６４号

５５５
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�愛媛県告示第８０４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

重信川菖蒲堰土地改良区連合から次のとおり役員が就任し、及び退

任した旨の届出があった。

平成２０年５月１６日

愛媛県中予地方局長 梅 木 要

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第８０５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

東温市牛渕上井手土地改良区の定款の変更を認可した。

平成２０年５月１６日

愛媛県中予地方局長 梅 木 要

�������
�愛媛県告示第８０６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

東温市下林下土地改良区の定款の変更を認可した。

平成２０年５月１６日

愛媛県中予地方局長 梅 木 要

�������
�愛媛県告示第８０７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

東温市見奈良土地改良区の定款の変更を認可した。

平成２０年５月１６日

愛媛県中予地方局長 梅 木 要

�愛媛県告示第８０８号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２０年５月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

〃 渡 部 眞 人 東温市吉久３８番地２号

〃 相 原 茂 則 東温市吉久１３１番地

〃 高須賀 哲 東温市吉久２１４番地２号

〃 相 原 茂 樹 東温市南方２７６１番地１号

〃 大 西 覚 東温市吉久４１２番地

監 事 古 田 克 徳 東温市吉久５０３番地

〃 相 原 芳 典 東温市吉久２３番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 黒 河 満 樹 東温市樋口７７４番地

〃 北 下 長 義 東温市北方１２５３番地

〃 石 谷 光 信 東温市北方１４６１番地２号

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 森 一 正 東温市樋口６９４番地１号

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（特－１８）第１５９９８号 平成１８年
８月２１日 �二神組 二神 一誠 松山市竹原２－１－１９ 平成２０年

４月１日

土木工事業、建築工事業
大工工事業、左官工事業
とび・土工工事業
石工事業、屋根工事業
タイル・れんが・ブロック
工事業
鋼構造物工事業
鉄筋工事業、ほ装工事業
しゅんせつ工事業
板金工事業、ガラス工事業
塗装工事業、防水工事業
内装仕上工事業
熱絶縁工事業、建具工事業
造園工事業
水道施設工事業

建設業の廃止
（吸収分割）

（般－１７）第８７０５号 平成１７年
４月８日 窪田建設 窪田 義晴 伊予市大平甲１２３６－５ 平成２０年

４月１日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１８）第３１９号 平成１８年
１０月３１日 臼杵工業所 臼杵 道明 伊予市下吾川５８５ 平成２０年

４月１日 鋼構造物工事業 建設業の廃止

（般－１６）第１５５８１号 平成１６年
７月２１日 �三浦プロテック �橋 祐二 松山市堀江町７ 平成２０年

４月２日
管工事業
機械器具設置工事業

建設業の廃止
（吸収合併）

（般－１６）第２７４４号 平成１７年
２月６日 �河本産業 河本 忠勝 松山市南久米町４０７－１ 平成２０年

４月２日
建築工事業
大工工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－１９）第１２７６３号 平成１９年
８月３日 �斫工業徳山組 徳山 良雄 松山市和泉南５－３－３７ 平成２０年

４月４日 とび・土工工事業 建設業の廃止

（般－１５）第１４０４８号 平成１５年
６月３０日 市川建設 市川 一夫 松山市立花３－５－４５ 平成２０年

４月４日 建築工事業 建設業の廃止

愛 媛 県 報平成２０年５月１６日 第１９６４号

５５６



公 告
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�愛媛県告示第８０９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、宇和島市から協議のあった市営土地改良事業（農業用道路整

備事業・水荷浦地区）の施行に平成２０年５月８日同意した。

平成２０年５月１６日

愛媛県南予地方局長 渡 部 敏 夫
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�愛媛県告示第８１０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、宇和島市から協議のあった市営土地改良事業（農地保全事業・

水荷浦地区）の施行に平成２０年５月８日同意した。

平成２０年５月１６日

愛媛県南予地方局長 渡 部 敏 夫

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２０年５月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

元愛媛県宮西ビル外に設置されているポリ塩化ビフェニル廃

棄物の収集運搬業務の委託

� 委託業務名及び数量

元愛媛県宮西ビル外ＰＣＢ廃棄物収集運搬業務 １式

� 委託業務の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 委託期間

契約日から平成２０年６月３０日まで

� 委託業務の履行場所

元愛媛県宮西ビル外

愛媛県松山市宮西一丁目５番１１号外

� 入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額

の５パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円

未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとす

る。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地

方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わ

ず、見積もった契約金額の１０５分の１００に相当する金額を入札

書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２０・２１・２２年度の製造の請負等に係る

一般競争入札に参加する資格を有すると認められた者で、次の事

項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）

第１４条の４第１項の許可を受けている者であること。

� 開札をする日において、知事が行う入札参加資格停止の期間

中でない者であること。

３ 入札及び開札の日時等

� 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び問い合わせ

先

愛媛県総務部管理局総務管理課財産処分係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２５５８

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 入札及び開札の日時及び場所

平成２０年５月２７日（火）午後２時

愛媛県庁本庁舎 本館２階総務部会議室（入札室）

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３７条第２

号の規定を適用し、免除する。

� 入札者に要求される事項

（般－１５）第１１９７９号 平成１５年
５月１３日 濱産業� 濱崎 知子 松山市和泉北１－１３－３９ 平成２０年

４月９日
建築工事業
左官工事業
防水工事業

建設業の廃止

（般－１９）第２２４５号 平成１９年
６月２９日 大成技建� 菅 忠志 松山市井門町４５９－４ 平成２０年

４月１４日
土木工事業
どび・土工工事業
さく井工事業

建設業の廃止

（般－１５）第１５３２７号 平成１５年
６月２３日 �ヨシケン産業 河本 英樹 松山市北井門３－１４－２８ 平成２０年

４月１４日

土木工事業
とび・土工工事業
石工事業
鋼構造物工事業
ほ装工事業
しゅんせつ工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－１５）第１５４１９号 平成１５年
１０月１０日 濱本板金 濱本太一郎 松山市南吉田町２５２８－１ 平成２０年

４月２３日 屋根工事業 建設業の廃止
（法人成り）

（般－１６）第１５６３０号 平成１６年
９月１５日 �マルタケ 竹田 達也 伊予郡松前町大字筒井６５

３－６
平成２０年
４月２４日

建築工事業、大工工事業
左官工事業
とび・土工工事業
石工事業、屋根工事業
タイル・れんが・ブロック
工事業
鋼構造物工事業
鉄筋工事業、板金工事業
ガラス工事業、塗装工事業
防水工事業
内装仕上工事業
熱絶縁工事業、建具工事業

建設業の廃止

愛 媛 県 報平成２０年５月１６日 第１９６４号

５５７



この一般競争入札に参加を希望する者は、入札当日に２の�
を証明できる書類を入札書の提出に先立って提出しなければな

らない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した委託業務を履行できると知事が判断した入

札者であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成

された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札

を行ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。
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�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２０年５月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

・ＩＣカード運転免許証作成システムの借入れ

� 借入物品名及び数量

ＩＣカード運転免許証作成システム一式（ハードウェア一式、

ソフトウェア一式、搬入、据付け、配線、調整等一式）

� 借入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 借入期間

平成２１年１月１日から平成２５年１２月３１日まで

� 借入場所

愛媛県運転免許センターほか

� 入札方法

入札金額は、１月当たりの借入代金を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の５パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税

及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の１０５分の１００に相当する金額

を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について、平成２０・２１・

２２年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有す

ると認められた業者で、次の事項に該当するもの。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 借入期間の開始までに確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� 借入物品に係る保守及び点検の体制が整備されていることを

証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う指名停止の期間中にない者で

あること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県警察本部警務部会計課調度第一係

〒７９０―８５７３

愛媛県松山市南堀端町２番地２

電話 （０８９）９３４―０１１０

� 入札書の受領期限

平成２０年６月２７日（金）午後１時３０分

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２０年６月２７日（金）午後１時３０分

愛媛県警察本部 第一会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類を、提出しなければなら

ない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 受領期限

平成２０年５月１６日（金）午前９時から平成２０年６月９日

（月）午後５時３０分まで。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be leased： A system

for making driver’s licens with IC―chip，１ set

� Time limit of tender：１：３０ p．m．，２７ June，２００８

� For further information， please contact： Supplies

Procurement Section，Finance Division，Administration

Department，Ehime Prefectural Police Headquarters，２―２

Minamihoribatacho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７３ Japan

愛 媛 県 報平成２０年５月１６日 第１９６４号

５５８



TEL０８９―９３４―０１１０
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成２０年５月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

・チェックコード生成機の借入れ

� 借入物品名及び数量

チェックコード生成機一式（ハードウェア一式、ソフトウェ

ア一式、搬入、据付け、配線、調整等一式）

� 借入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 借入期間

平成２１年１月１日から平成２５年１２月３１日まで

� 借入場所

愛媛県運転免許センター

� 入札方法

入札金額は、１月当たりの借入代金を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の５パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税

及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の１０５分の１００に相当する金額

を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について、平成２０・２１・

２２年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有す

ると認められた業者で、次の事項に該当するもの。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 借入期間の開始までに確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� 借入物品に係る保守及び点検の体制が整備されていることを

証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う指名停止の期間中にない者で

あること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県警察本部警務部会計課調度第一係

〒７９０―８５７３

愛媛県松山市南堀端町２番地２

電話 （０８９）９３４―０１１０

� 入札書の受領期限

平成２０年６月２７日（金）午後２時３０分

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２０年６月２７日（金）午後２時３０分

愛媛県警察本部 第一会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類を、提出しなければなら

ない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 受領期限

平成２０年５月１６日（金）午前９時から平成２０年６月９日

（月）午後５時３０分まで。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be leased： A

apparatus to form the check code，１ set

� Time limit of tender：２：３０ p．m．，２７ June，２００８

� For further information， please contact： Supplies

Procurement Section，Finance Division，Administration

Department，Ehime Prefectural Police Headquarters，２―２

Minamihoribatacho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７３ Japan

TEL０８９―９３４―０１１０
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成２０年５月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

・暗証番号発行機及びＩＣ免許証確認機の借入れ

� 借入物品名及び数量

暗証番号発行機及びＩＣ免許証確認機一式（ハードウェア一

式、ソフトウェア一式、搬入、据付け、配線、調整等一式）

� 借入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 借入期間

平成２１年１月１日から平成２５年１２月３１日まで

� 借入場所

愛 媛 県 報平成２０年５月１６日 第１９６４号
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愛媛県運転免許センターほか

� 入札方法

入札金額は、１月当たりの借入代金を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の５パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税

及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の１０５分の１００に相当する金額

を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について、平成２０・２１・

２２年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有す

ると認められた業者で、次の事項に該当するもの。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 借入期間の開始までに確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� 借入物品に係る保守及び点検の体制が整備されていることを

証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う指名停止の期間中にない者で

あること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県警察本部警務部会計課調度第一係

〒７９０―８５７３

愛媛県松山市南堀端町２番地２

電話 （０８９）９３４―０１１０

� 入札書の受領期限

平成２０年６月２７日（金）午後２時００分

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２０年６月２７日（金）午後２時００分

愛媛県警察本部 第一会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類を、提出しなければなら

ない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 受領期限

平成２０年５月１６日（金）午前９時から平成２０年６月９日

（月）午後５時３０分まで。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be leased： A

apparatus to issue a personal identification number and A

apparatus to confirm IC―chip driver’s license，１ set

� Time limit of tender：２：００ p．m．，２７ June，２００８

� For further information， please contact： Supplies

Procurement Section，Finance Division，Administration

Department，Ehime Prefectural Police Headquarters，２―２

Minamihoribatacho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７３ Japan

TEL０８９―９３４―０１１０

�������
�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２０年５月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

・申請受付機及びＩＣ免許証読取機の借入れ

� 借入物品名及び数量

申請受付機及びＩＣ免許証読取機一式（ハードウェア一式、

ソフトウェア一式、搬入、据付け、配線、調整等一式）

� 借入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 借入期間

平成２１年１月１日から平成２５年１２月３１日まで

� 借入場所

愛媛県運転免許センターほか

� 入札方法

入札金額は、１月当たりの借入代金を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の５パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税

及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の１０５分の１００に相当する金額

を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について、平成２０・２１・

２２年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有す

ると認められた業者で、次の事項に該当するもの。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。
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人事委員会公告

� 借入期間の開始までに確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� 借入物品に係る保守及び点検の体制が整備されていることを

証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う指名停止の期間中にない者で

あること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県警察本部警務部会計課調度第一係

〒７９０―８５７３

愛媛県松山市南堀端町２番地２

電話 （０８９）９３４―０１１０

� 入札書の受領期限

平成２０年６月２７日（金）午後３時００分

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２０年６月２７日（金）午後３時００分

愛媛県警察本部 第一会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類を、提出しなければなら

ない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 受領期限

平成２０年５月１６日（金）午前９時から平成２０年６月９日

（月）午後５時３０分まで。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be leased： A

apparatus to accept and A reader to read IC―chip driver’s

license，１ set

� Time limit of tender：３：００ p．m．，２７ June，２００８

� For further information， please contact： Supplies

Procurement Section，Finance Division，Administration

Department，Ehime Prefectural Police Headquarters，２―２

Minamihoribatacho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７３ Japan

TEL０８９―９３４―０１１０

�愛媛県人事委員会公告第３号
平成２０年度愛媛県職員採用候補者（上級）試験公告

平成２０年５月１６日

愛媛県人事委員会

松山市一番町四丁目４番地２愛媛県庁内 〒７９０－８５７０�
	
	
	

�

電話（０８９）９１２－２８２６

�
	
	
	


愛媛県ホームページ http://www.pref.ehime.jp/

平成２０年度愛媛県職員採用候補者（上級）試験を次のとおり行います。

１ 受付期間

� 申込書を持参又は郵送する場合

平成２０年５月１９日（月）から６月６日（金）までの執務時間中（月曜日から金曜日までの午前８時３０分から午後５時３０分まで）受け

付けます。

なお、郵送の場合は、同日までの消印のあるものに限り、受け付けます。

� インターネットを利用して申し込む場合

平成２０年５月２０日（火）から５月２９日（木）までに届いたものに限り、受け付けます。

２ 試験区分、採用予定人員及び職務内容

試験は、次の試験区分ごとに行いますが、このうち希望するいずれか一つについて受験の申込みができます。

試 験 区 分 採用予定人員 職 務 内 容

行 政 事 務 １３人程度 知事部局、公営企業管理局等の本庁又は地方機関に勤務し、一般行政事務に従事します。
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学 校 事 務 ５人程度 県立学校又は公立小・中学校に勤務し、学校事務に従事します。

警 察 事 務 ４人程度 警察本部又は警察署に勤務し、警察事務に従事します。

児 童 自 立

支 援 専 門 員
１人程度

知事部局の本庁又は児童自立支援施設等の地方機関に勤務し、児童が健全な社会生活を営むための自立支援や学

習指導等の業務に従事します。

児 童 指 導 員 １人程度 知事部局の本庁又は子ども療育センター等の地方機関に勤務し、入所児等の生活指導の業務に従事します。

建 築 ２人程度
知事部局の本庁又は地方機関に勤務し、建築・住宅等に関する計画、指導、建築設計、施工管理等の業務に従事

します。

電 気 ・ 電 子 ２人程度
知事部局又は公営企業管理局の本庁又は地方機関に勤務し、発電施設等の県有施設の設計・施工・維持管理、情

報通信等に関する試験研究等の業務に従事します。

化 学 ２人程度
知事部局の本庁又は地方機関に勤務し、公害防止、原子力安全対策、工業技術・環境に関する試験研究等の業務

に従事します。

薬 剤 師 ５人程度
知事部局又は公営企業管理局の本庁又は地方機関に勤務し、薬事・医薬品製造・食品衛生等に関する指導、医薬

品の調剤・製剤、衛生・環境に関する試験研究等の業務に従事します。

心 理 判 定 員 １人程度
知事部局の本庁又は児童相談所等の地方機関に勤務し、児童、保護者等や障害者に対するカウンセリング、心理

療法その他の相談、指導の業務に従事します。

３ 受験資格

� 次のいずれかに該当する者

ア 昭和５４年４月２日から昭和６２年４月１日までに生まれた者

イ 昭和６２年４月２日以降に生まれた者で、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に基づく大学（短期大学を除く。）又はこれと同等と

人事委員会が認めるもの（以下「大学等」という。）を卒業した者及び平成２１年３月末日までに大学等を卒業する見込みの者

� 日本の国籍を有する者

� 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第１６条各号のいずれにも該当しない者

� 児童自立支援専門員、児童指導員、薬剤師及び心理判定員については、次に該当する者

試 験 区 分 受 験 資 格

児 童 自 立

支 援 専 門 員
児童自立支援専門員の資格を有する者又は平成２１年３月末日までにこの資格を取得する見込みの者

児 童 指 導 員 児童指導員の資格を有する者又は平成２１年３月末日までにこの資格を取得する見込みの者

薬 剤 師 薬剤師の免許を有する者又は平成２１年５月末日までにこの免許を取得する見込みの者

心 理 判 定 員
学校教育法に基づく大学（短期大学を除く。）において、心理学を専修する学科若しくはこれに相当する課程を修めて卒業した者

（平成２１年３月末日までに卒業する見込みの者を含む。）又はこれに準ずる資格を有すると人事委員会が認める者

４ 試験の方法等

� 試験は、第１次試験及び第２次試験とし、次のとおり行います。

なお、第２次試験は、第１次試験に合格した者に対して行います。

区分 試験・検査種目 配点 試 験 の 内 容

第
１
次
試
験

教 養 試 験 ５０点
公務員として必要な一般的知識及び知能について、大学卒業程度の筆記試験を行います。（択一式５０題、解答時間２時

間３０分）

専 門 試 験 ４０点
各試験区分に応じて必要な専門的知識及び技能について、大学卒業程度の筆記試験を行います。（択一式４０題、解答時

間２時間）
なお、試験の出題分野は、おおむね別表のとおりです。

第
２
次
試
験

口 述 試 験 ２９０点 人物について総合的に評定するため、個別面接及び集団討論を行います。

作 文 試 験 ５０点 公務員として必要な識見、思考力、表現力等について、作文試験を行います。（課題１題、解答時間１時間）

適 性 検 査 － 職務遂行に必要な適性について、検査を行います。

� 最終合格者は、第１次試験の得点と第２次試験の得点を合計した総合得点の高い順に決定します。

� 第１次試験、第２次試験の各試験・検査種目のうち、一定の基準に満たない種目がある場合には、総合得点にかかわらず不合格とな

ります。
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� 教養及び専門試験の例題と前年度に出題した集団討論及び作文試験の課題を、愛媛県のホームページに掲載しています。また、愛媛

県人事委員会事務局等において閲覧することもできます。

５ 試験の日時、場所及び合格発表

区 分 日 時 試 験 区 分 場 所 合 格 発 表

第 １ 次 試 験

平成２０年６月２９日

（日曜日）

午前９時から

午後３時まで

�
�
�
�

午前 教養試験��
�
�午後 専門試験

行 政 事 務 松山南高等学校

（松山市末広町１１番地１）

平成２０年７月中旬に愛媛県庁

前掲示板に掲示するほか、合格

した者に通知します。

学 校 事 務

警 察 事 務

松山工業高等学校

（松山市真砂町１番地）

児 童 自 立
支 援 専 門 員

児 童 指 導 員

建 築

電 気 ・ 電 子

化 学

心 理 判 定 員

第 ２ 次 試 験 第１次試験に合格した者に通知します。

平成２０年８月下旬に愛媛県庁

前掲示板に掲示するほか、合格

した者に通知します。

６ 合格から採用まで

� この試験の最終合格者は、愛媛県職員採用候補者として、試験区分ごとに作成する採用候補者名簿に記載されます。

この名簿は、原則として、平成２１年４月以降の採用に対するもので、その有効期間は、この名簿に記載された日（合格通知書に記載）

から１年間です。

� 採用は、前記採用候補者名簿に記載された者のうちから任命権者（知事、公営企業管理者、教育委員会、警察本部長等）がそれぞれ

選考を行い、決定します。したがって、採用候補者名簿に記載された者がすべて採用されるとは限りません。

	 児童自立支援専門員、児童指導員、薬剤師及び心理判定員については、所定の時期までに資格又は免許を取得しなかった場合は、採

用されません。

７ 給与

初任給は、職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）等の規定により、原則として、次のとおり支給され、このほか該当

者に対しては、扶養手当、住居手当、通勤手当、期末手当、勤勉手当等が支給されます。

試 験 区 分 現 行 給 料 月 額

行政事務、学校事務、警察事務、児童自立支援専門員、児童指導
員、建築、電気・電子、化学、心理判定員

行政職給料表１級２５号給 １７２，９４０円

薬剤師 医療職給料表
２級１号給 １７８，９６６円

ただし、平成２０年度は、知事等及び職員の給与の特例に関する条例（平成１８年愛媛県条例第６号）等の規定に基づき、前記給料月額の

２．６％が減額されています。

８ 受験手続

申込用紙の入手

方法

愛媛県人事委員会事務局、愛媛県地方局総務県民課（東予、中予及び南予）及び支局総務県民室（今治及び八幡浜）、愛媛県東京

事務所（東京都千代田区平河町二丁目６番３号都道府県会館内 電話（０３）５２１２－９０７１）、愛媛県大阪事務所（大阪市西区江戸堀一

丁目９番１号肥後橋センタービル内 電話（０６）６４４１－２８２９）等で交付します。

なお、郵便により請求する場合は、必ず封筒の表に「上級請求」と朱書し、９０円切手（１部につき）をはった、あて先明記の返信

用封筒を同封してください。

また、愛媛県のホームページの電子行政サービス（申請書等電子配布サービス）から申込書等を印刷してとりだすこともできます。

申込方法及び受

験票の交付

申込書及び受験票（申込みのときは、写真は、はらないこと。）には、必要な事項を記入して愛媛県人事委員会事務局へ提出して

ください。申込書の受付と同時に受験票を交付します。受付を終わった受験票には、最近６箇月以内に撮影した写真（上半身、脱帽、

正面向き、縦６センチメートル、横４．５センチメートル）をはって試験当日持参してください。

なお、郵便により申し込む場合は、封筒の表に「上級申込み」と朱書し、受験票の表に必ずあて先を明記して５０円切手をはったう

えで、配達記録郵便又は簡易書留郵便により愛媛県人事委員会事務局へ送付してください。

受験票が６月２３日（月）までに手元に届かない場合は、愛媛県人事委員会事務局へ問い合わせてください。

また、インターネット利用による申込方法等については、愛媛県のホームページの県・市町共同電子申請システムで確認してくだ

さい。
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受験手続その他

の問い合わせ先
愛媛県人事委員会事務局へ問い合わせてください。

９ 試験結果の開示

この採用試験の結果については、愛媛県個人情報保護条例（平成１３年愛媛県条例第４１号）第２７条第１項の規定に基づき、次のとおり口

頭により開示を請求することができます。

開示を希望する場合は、受験者本人が、本人であることを確認できる書類（学生証又は身分証明書、運転免許証、旅券、合格通知書等）

を持参のうえ、執務時間中（月曜日から金曜日までの午前８時３０分（合格発表当日のみ、午後１時）から午後５時３０分まで）に人事委員

会事務局へ直接おいでください。

なお、電話、はがき等による開示の請求はできませんので、注意してください。

区 分 開示請求できる人 開 示 内 容 開 示 期 間 開 示 場 所

第１次試験 第１次試験不合格者 試験種目別得点、合計得点及び順位 合格発表の日から１月間

愛媛県人事委員会事務局

第２次試験 第２次試験受験者

第１次試験の試験種目別得点、合計得点及び順

位並びに第２次試験の試験種目別得点、総合得

点及び総合順位

合格発表の日から１月間

別表（４関係）

専 門 試 験 の 出 題 分 野

試 験 区 分 出 題 分 野

行 政 事 務
学 校 事 務
警 察 事 務

政治学、行政学、憲法、行政法、民法、刑法、労働法、経済学、財政学、経営学、社会政策、国際関係

児童自立支援専門員
児 童 指 導 員

社会福祉概論（社会保障を含む。）、社会学概論、社会心理学、一般心理学、社会調査

建 築 数学、物理、材料学、構造力学、環境原論、建築史、建築構造、建築計画、都市計画、建築設備、建築施工

電 気 ・ 電 子 数学、物理、電磁気学、電気回路、電気計測・制御、電気機器、電力工学、電子工学、情報・通信工学

化 学 数学、物理、物理化学、分析化学、無機化学、無機工業化学、有機化学、有機工業化学、化学工学

薬 剤 師 物理化学、分析化学、無機化学、有機化学、生化学、薬剤学、衛生化学、生薬学、薬理学

心 理 判 定 員
一般心理学（心理学史、発達心理学、社会心理学を含む。）、応用心理学（教育心理学、産業心理学、臨床心理学）、調査・研究法、

統計学
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